
（単位：百万円）

貸 借 対 照 表
〔平成 27年12月31日現在〕

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 49,934 流 動 負 債 35,955

現 金 預 金 2,125 支 払 手 形 2,826

受 取 手 形 63 電 子 記 録 債 務 4,556

完成工事未収入金 38,266 工 事 未 払 金 14,691

販 売 用 不 動 産 95 短 期 借 入 金 4,830

未 成 工 事 支 出 金 943 未 払 金 361

短 期 貸 付 金 36 未 払 費 用 307

繰 延 税 金 資 産 346 未 払 法 人 税 等 587

未 収 入 金 6,952 未 成 工 事 受 入 金 2,536

そ の 他 1,126 預 り 金 4,606

貸 倒 引 当 金 △ 22 賞 与 引 当 金 247

完成工事補償引当金 76

固 定 資 産 11,657 工 事 損 失 引 当 金 316

有 形 固 定 資 産 4,935 そ の 他 12

建 物 ・ 構 築 物 713 固 定 負 債 6,522

機 械 ・ 運 搬 具 768 退 職 給 付 引 当 金 6,202

工 具 器 具 ・ 備 品 29 役員退職慰労引当金 284

土 地 2,141 そ の 他 36

建 設 仮 勘 定 1,282 負 債 合 計 42,477

無 形 固 定 資 産 68

投資その他の資産 6,652
純 資 産 の 部

投 資 有 価 証 券 3,958

関 係 会 社 株 式 927 株 主 資 本 17,620

長 期 前 払 費 用 14 資 本 金 7,000

そ の 他 487 資 本 剰 余 金 177

繰 延 税 金 資 産 1,352 資 本 準 備 金 177

貸 倒 引 当 金 △ 87 利 益 剰 余 金 10,442

その他利益剰余金 10,442

別 途 積 立 金 4,500

圧 縮 積 立 金 41

繰 越 利 益 剰 余 金 5,901

評価・換算差額等 1,493

その他有価証券評価差額金 1,493

純 資 産 合 計 19,114

資 産 合 計 61,591 負 債 純 資 産 合 計 61,591
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（単位：百万円）

89,803

73 89,876

80,464

115 80,579

9,339

△ 42 9,296

4,714

4,582

82

56

101 240

72

16 89

4,733

42

190

83 316

4,416

708

△ 1,982 △ 1,274

5,690

損 益 計 算 書

自 平成 27年 1月 1日
至 平成 27年12月31日

売 上 高

完 成 工 事 高

不 動 産 売 上 高

売 上 原 価

完 成 工 事 原 価

不 動 産 売 上 原 価

売 上 総 利 益

完 成 工 事 総 利 益

不 動 産 売 上 総 損 失

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息 配 当 金

収 入 地 代 家 賃

税 引 前 当 期 純 利 益

そ の 他

営 業 外 費 用

支 払 利 息

そ の 他

経 常 利 益

特 別 損 失

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

子 会 社 株 式 評 価 損

固 定 資 産 除 却 損

そ の 他
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（単位：百万円）

株 主 資 本

利 益 剰 余 金

別途積立金 圧縮積立金
繰越利益
剰 余 金

7,000 177 177 500 55 4,197 4,752

当 期 純 利 益 5,690 5,690

別 途 積 立 金 の
積 立

4,000 △ 4,000

圧縮積立金の積立

圧縮積立金の取崩 △ 13 13

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

－ － － 4,000 △ 13 1,703 5,690

7,000 177 177 4,500 41 5,901 10,442

株主資本

11,929 1,056 1,056 12,985

当 期 純 利 益 5,690 5,690

別 途 積 立 金 の
積 立

－

圧縮積立金の積立 －

圧縮積立金の取崩 －

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額) 437 437 437

5,690 437 437 6,128

17,620 1,493 1,493 19,114

資 本
準備金

資 本
剰余金
合 計

その他利益剰余金
利益剰余金

合 計

評価・換算差額等

純 資 産
合 計株主資本

合 計

その他
有価証券

評価差額金

評価・換算
差額等
合計

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

自 平成 27年 1月 1日

至 平成 27年12月31日

資 本 金

資本剰余金

当 期 首 残 高

当 期 変 動 額

当 期 変 動 額 合 計

当 期 末 残 高

当 期 首 残 高

当 期 変 動 額

当 期 変 動 額 合 計

当 期 末 残 高

-3-



１． 重要な会計方針

(1) 資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）によっている。

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法によっている。

その他有価証券

時価のあるものは期末日の市場価格等に基づく時価法によっている。（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないものは移動平均法による原価法によっている。

棚卸資産の評価基準及び評価方法

販売用不動産及び不動産事業支出金

個別法に基づく原価法によっている。（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく

簿価切下げ方法により算定）

未成工事支出金

個別法に基づく原価法によっている。

材料及び貯蔵品

移動平均法に基づく原価法によっている。（貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げ方法により算定）

(2) 固定資産の償却方法

有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっている。（ただし、平成10年4月1日以降取得の建物（建物附属設備を

除く）については定額法によっている。）

また、平成19年3月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却

が終了した翌年から5年間で均等償却する方法によっている。

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準

によっている。

また、取得価額10万円以上20万円未満の資産については3年均等償却によってい

る。

無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっている。（ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における

利用可能期間（5年）に基づく定額法によっている。）

リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を

耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

(3) 引当金の計上基準

貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権は過去の実績繰入率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を考慮し、回収不能見込額を計上

している。

個 別 注 記 表

自 平成 27年 1月 1日

至 平成 27年12月31日
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賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当事業年度

負担額を計上している。

完成工事補償引当金

完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、当期末に至る1年間の完成工事高

に対し、過去3ケ年の実績率による算定額を計上している。

工事損失引当金

受注工事に係る将来の損失に備えるため、当期末における未引渡工事の損失見

込額を計上している。

退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産見

込額に基づき計上している。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務年数

以内の一定の年数（10年）による定率法により翌期から費用処理または費用の減額

処理をすることとしている。

過去勤務費用の償却は、定額法（3年）により費用処理または費用の減額処理をす

ることとしている。

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属

させる方法については、期間定額基準としている。

役員退職慰労引当金

役員（執行役員を含む）の退職慰労金の支給に備えて、内規に基づく期末要支給

額を計上している。

(4) 収益及び費用の計上基準

完成工事高の計上基準

完成工事高の計上は、当期末までの進捗部分については成果の確実性が認めら

る工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その

他の工事については工事完成基準を適用している。

(5) 消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理の方法

税抜き方式によっている。

２. 会計方針の変更

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号平成24年5月17日。）及び「退職給

付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号平成27年3月26日。）を

当事業年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、割引率の決定

方法を従業員の平均残存勤務期間に近似した年数を基礎に決定する方法から、退職給付

の支払見込期間及び支払見込期間毎の金額を反映した単一の加重平均割引率を使用す

る方法に変更している。なお、この変更に伴う期首の利益剰余金及び損益に与える影響は

ない。

３. 電子記録債務の表示方法の変更

電子記録債務の表示方法は、従来、貸借対照表上、支払手形に含めて表示していた

が、重要性が増したため、当事業年度より電子記録債務として表示している。

４. 貸借対照表関係

(1) 期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をすることとして

いる。

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 百万円

(3) 担保に供している資産及び担保付債務

担保に供している資産の内容及びその金額

その他（流動資産） 百万円

機械・運搬具（DCM船） 百万円

7,971

89

568
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(4) 保証債務、手形遡及債務、重要な係争事件に係る損害賠償義務等の内容及び金額

子会社である海外現地法人が施工する工事への親会社保証 百万円

(5) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

金銭債権 百万円

金銭債務 百万円

(6) 取締役及び監査役との間の取引による取締役及び監査役に対する金銭債権及び金銭

債務

該当なし

(7) 親会社株式の各表示区分別の金額

該当なし

(8) 役員退職慰労引当金には、執行役員分93百万円が含まれている。

５. 損益計算書関係

(1) 工事進行基準による完成工事高 百万円

(2) 「売上高」のうち関係会社に対する部分 百万円

(3) 「売上原価」のうち関係会社からの仕入高 百万円

(4) 売上原価に含まれている工事損失引当金繰入額 百万円

(5) 関係会社との営業取引以外の取引高 百万円

(6) 研究開発費の総額 百万円

６． 株主資本等変動計算書関係

(1) 事業年度末日における発行済株式の種類及び数

普通株式 18 百万株

(2) 事業年度末日における自己株式の種類及び数

該当なし

(3) 事業年度中に行った剰余金の配当

該当なし

(4) 事業年度の末日後に行う剰余金の配当

該当なし

(5) 事業年度末において発行している新株予約権の目的となる株式の種類及び数

該当なし

７． 税効果会計

(1) 繰延税金資産の発生の主な原因

損金算入限度超過額等

退職給付引当金 百万円

棚卸資産評価損 百万円

有形固定資産評価損 百万円

投資有価証券評価損 百万円

工事損失引当金 百万円

子会社株式評価損 百万円

その他 百万円

繰延税金資産小計 百万円

評価性引当額 百万円

繰延税金資産合計 百万円

(2) 繰延税金負債の発生の主な原因

その他有価証券評価差額金 百万円

圧縮積立金 百万円

繰延税金負債合計 百万円

22

4,328

1,701

82,189

5,682

887

179

223

140

2,007

66

352

59

104

424

390

3,405

△ 974

2,430

711

20

732
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８． 関連当事者との取引

(1) 親会社及び法人主要株主等

1,739

未収入金及び工事未払金とは、共同企業体として請負った工事の内、共同企業体代表者に対す

る債権債務相殺後の債権及び債務である。

また、上記金額のうち、取引金額及び未成工事受入金には消費税等が含まれておらず、完成工事

未収入金、工事未払金及び未収入金には消費税等が含まれている。

取引条件及び取引条件の決定方針

建設工事の請負については、市場価格、総原価を勘案して、各取引毎交渉の上、

一般的取引条件と同様に決定している。

余剰資金の預入に伴う利率については、市場金利を考慮して合理的に決定される

ものである。

(2) 子会社及び関連会社等

22

未収入金には消費税等が含まれている。

属性
会社等
の名称

議決権の
所有(被所
有)割合

関係内容 取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

親会社
㈱竹中
工務店

被所有
直接 100%

建設工事
の請負

建設工事の
請負

(完成工事高)
5,682 完成工事未収入金

建設工事の
共同企業体

11,930 未収入金 2,533

余剰資金の
預入

19,020 工事未払金 1,563

預入余剰資金
の回収 19,020 未成工事受入金 128

余剰資金
預入に伴う
受取利息

1

未収入金

(注)

属性
会社等
の名称

議決権の
所有(被所
有)割合

関係内容 取引の内容

8

取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

㈱竹中
道路

所有
直接 100%

建設工事
の発注

余剰資金の
受入 6,400

貸付金に伴う
受取利息

2

1

受入余剰資金
の払出 6,400

余剰資金受入に
伴う支払利息

貸付金の回収 243

施工する工事の
親会社保証

(注)

未収入金 22

PT.ﾀｹﾅｶ
ﾄﾞﾎﾞｸｲﾝﾄﾞ

ﾈｼｱ

所有
直接 100%

海外現地
法人
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取引条件及び取引条件の決定方針
建設工事の発注については、数社からの見積りの提示により発注価格を決定してい
る。支払条件についても、一般的取引条件と同様に決定している。
余剰資金の受入に伴う利率については、市場金利を考慮して合理的に決定している。
運転資金の貸付に伴う利率については、市場金利を考慮して合理的に決定している。

９． 金融商品に関する注記
(1)金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針
当社は、資金運用については親会社である株式会社竹中工務店への預け入れによる
安全な運用に限定して行っている。資金調達については銀行等金融機関からの借入
により必要な資金を調達している。

②金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形・完成工事未収入金等は、顧客等の信用リスクがあるが、当

該リスクに関しては、与信管理を徹底し、受注時に顧客の信用調査を実施し、また受

注後も、信用状況を定期的に把握し、適切な債権保全策を実施する体制としている。

投資有価証券については、主に営業政策上保有している株式であり、市場価額の変

動リスクがあるが、定期的に時価を把握している。

営業債務である支払手形・工事未払金等及び預り金は、そのほとんどが１年以内の

支払期日である。短期借入金は、主に運転資金の調達を目的とした変動金利の借入

であり、金利の変動リスクがあるが、短期での借入であり、経営に与えるリスクは軽微で

あると判断している。また資金調達に係る流動性リスクについては、年度及び四半期

の資金計画、月次の資金繰り計画を作成し管理している。

(2)金融商品の時価に関する事項

平成27年12月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりである。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表に含まれて

いない。（（注）２参照）。

①現金預金

②受取手形・完成工事未収入金

③未収入金

④投資有価証券

資産合計

②短期借入金

③未払金

④未払費用

⑤未払法人税等

⑥預り金

負債合計

貸借対照表計上額
（百万円）

時 価
（百万円）

差 額
（百万円）

2,125 2,125 －

38,330 38,330 －

6,952 6,952 －

3,323 3,323 －
50,732 50,732 －

①支払手形・電子記録債務・工事未払金 22,074 22,074 －

4,830 4,830 －

361 361 －

307 307 －

32,766 32,766 －

587 587 －

4,606 4,606 －
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（注１）金融商品の時価の算定方法
資 産

①現金預金
預金はすべて短期であるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額
によっている。

② 受取手形・完成工事未収入金、③未収入金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿
価額によっている。

④ 投資有価証券
投資有価証券について、株式および債券は取引所の価格によっている。

負 債
①支払手形・電子記録債務・工事未払金、②短期借入金、③未払金、④未払費用、
⑤未払法人税等、⑥預り金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿
価額によっている。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

非上場株式等

関係会社株式

これらについては、市場価額がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積ることなどが

できず、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「資産④投資有価証

券」には含めていない。

１０． 賃貸等不動産に関する事項

総額に重要性が乏しいため注記を省略している。

１１．一株当たり情報

(1) 一株当たり純資産額 1,061.89 円

(2) 一株当たり当期純利益 316.14 円

１２．重要な後発事象

該当なし

種 類
貸借対照表計上額

（百万円）

634

927

合 計 1,562
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